
           労務三昧Ｖ４(入退社処理)  

              出力帳票集



太郎

ﾀﾛｳ

井上

3 0 0 0 0 0

ｲﾉｳｴ

460 0001

株式会社　システム総研

代表取締役 織田　信夫

052 321 1234

0 1 ｱｲｳ 0 0 7 0 9

205 0 3 0 5 0 1

3 0 0 8 0 1

300,000

愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３
三の丸ビル２０Ｆ

30 08 01

井上　太郎
平成30.08.09 社会保険労務士(愛知県社会保険労務士会)
提 出 代 行 者 TEL 052

123-4567

作成

2 3 9 2 0 0 8 6

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 8



460  0001

株式会社　システム総研

代表取締役 織田　信夫

052 321 1234

0 1 ｱｲｳ

愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３
三の丸ビル２０Ｆ

30 08 01

井上　太郎
平成30.08.09 社会保険労務士(愛知県社会保険労務士会)
提 出 代 行 者 TEL 052

123-4567

作成

2 3 9 2 0 0 8 6

30 08 01

205
井上 太郎

ｲﾉｳｴ ﾀﾛｳ

3 0 0 8 0 1

0 3 0 5 0 1

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 8

30 08 01
ｲﾉｳｴ ﾊﾅｺ

井上　花子
1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 8

0 4 0 3 0 3

レ
460 0001
愛知県名古屋市中区三の丸３－３

3 0 0 8 0 1

2 5 0 5 0 5
井上 次郎

ｲﾉｳｴ ｼ゙ﾛｳ

3 0 0 8 0 1

なし



460  0001

株式会社　システム総研

代表取締役 織田　信夫

052 321 1234

愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３
三の丸ビル２０Ｆ

30 08 01

井上　太郎
平成30.08.09 社会保険労務士(愛知県社会保険労務士会)
提 出 代 行 者 TEL 052

123-4567

作成

2 3 9 2 0 0 8 630 08 01

井上 太郎

ｲﾉｳｴ ﾀﾛｳ
0 3 0 5 0 1

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 8

30 08 01

ｲﾉｳｴ ﾊﾅｺ

井上　花子
1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 8

0 4 0 3 0 3

レ

460 0001
愛知県名古屋市中区三の丸３－３

3 0 0 8 0 1



（記載上の注意）
１　Ｆ欄の被扶養者欄は、被扶養者として認定又は、認定を抹消された場合に記入してください。本人の資格取得又は資格喪失の際に、被扶養者がある
　場合も必ず記入してください。なお、被扶養者の異動だけの場合でもＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ欄は必ず記入してください。
２　退職以外の理由のときの資格喪失理由も必ず記入してください。（例　収入が被扶養者認定基準を上回ったため）

被保険者（組合員）の

氏名、住所等　　　Ａ

氏 名

住 所

生年月日  　　年　　月　　日 性別 男 ・ 女

健康保険・厚生年金保険資格取得又
は資格喪失年月日（退職年月日）Ｂ

健康保険の被保険者証記号番号　Ｃ

保険者名等

　 Ｅ

氏 名 生 年 月 日 性 別 続 柄 被扶養者として認定又は認定を抹消された日 退職以外のときの喪失理由

所 在 地

保険者番号

番

号

記

号

被

扶

養

者

Ｆ

健康保険・厚生年金保険資格等取得（喪失）

明治・大正･昭和・平成 年 月 日 　　　　年　　月　　日

明治・大正･昭和・平成 年 月 日 　　　　年　　月　　日

明治・大正･昭和・平成 年 月 日 　　　　年　　月　　日

明治・大正･昭和・平成 年 月 日 　　　　年　　月　　日

明治・大正･昭和・平成 年 月 日 　　　　年　　月　　日

基 礎 年 金 番 号 　 Ｄ

取得　　　　　年　　月　　日 喪失　　　　　年　　月　　日　（退職　　　　　年　　月　　日）
　　※　喪失日は退職日の翌日になります。　　　　　　　　　　

℡（　　　　　）　　　　　－

年金事務所
健康保険組合
共済組合・国保組合

名称

（℡　　　　　　　　　　　担当者　　　　　）

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　〇

名　称

所在地

　　　　　年　　　月　　　日

記

□下記の者は、健康保険等の被保険者の資格を喪失したことを　　します。

　　　　　　　　　　　　　　　

□下記の者は、健康保険等の被扶養者として　　　　　　されたことを　　します。

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（該当欄にレをしてください。）

事業所

印

□認定

□認定を抹消

明治・大正・昭和・平成

証明書

証明

証明レ
レ

30 08 09

三の丸ビル２０Ｆ 

株式会社　システム総研

代表取締役 織田　信夫

052-321-1234

井上　太郎

愛知県名古屋市中区三の丸３－３  

03 05 01 〇

30 08 01

中　ハト 205 2301-222222

鶴舞
○

愛知県名古屋市中区富士見町

052 323 2555 5161

井上　花子

井上　次郎

〇

〇

04

25

03

05

03

05

女

男

配偶者

長男

30

30

08

08

01

01

平成

平成

平成

平成

愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３

2-13

〇



1 新規
  雇用
2 新規 (その他)
  雇用
3 日雇からの切替
4 その他
8 出向元への復帰等
   (65歳以上)

印

( )

( )

( )

 (01～11）
第２面
参照

( )

1 日雇

25.

1 月給 2 週給 3 日給
4 時間給  5 その他

帳票種別

2.被保険者番号

4.被保険者氏名

5.変更後の氏名

6.性別 8.事業所番号

9.被保険者となったこと
  の原因

10.賃金 (支払の態様－賃金月額:単位千円)

12.雇用形態 13.職種

3.取得区分

フリガナ (カタカナ)

フリガナ (カタカナ)

7.生年月日

11. 資格取得年月日

1 男
2 女

2 大正

3 昭和

4 平成

1 5 1 0 1

雇用保険被保険者資格取得届

－

－

－

－ －

15. １週間の所定労働時間

時間　　　　　分

16.契約期間の
   定め 1 有

2 無

事業所名

雇用保険法施行規則第6条第1項の規定により上記のとおり届けます。

平成　  　　年 　　 月　  　日住 所

氏 名

電話番号

事業主

記名押印又は署名

印 公共職業安定所長　殿

備

考操
作
者

係
係

長

課

長

次

長

所

長

社会保険

労 務 士

記 載 欄

作成年月日・提出代行者・事務代理者の表示 氏 名 電 話 番 号

確認通知　平成　　年　　月　　日

番号複数取得チェック不要
記
　
　
載
　
　
欄

公
共
職
業
安
定
所

※

※

※

14.就職経路

出力されたが、調査の

23.取得時被保険者種類
1 一般  

2 短期常態

3 季節

11 高年齢被保険者(65歳以上)

新規

学卒

国籍・地域コード 在留資格コード

在留 資格外活動 1 派遣・請負労働者として

西暦 年 　 　 月 　 　 日

( )
1 新規

2 再取得

百万 十万 万 千円

年 月 日

年

月

日

様式第2号

（必ず第２面の注意事項を読んでから記載してください。）

標準
字体 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

2 派遣
  有期契約3　ﾊ゚ ﾄーﾀｲﾑ
労働者5 季節的雇用

7 その他

元号

元号

6 船員

4

－4

契約更新条項の有無

から  平成契約期間 平成 まで

年

月

日年 月 日

1 有
2 無( )

2017. 1(1)

－ －

26.

1.個人番号

－

－

－

－

－

－

－
備考

許可の有無
1 有
2 無( )

1 安定所紹介

2 自己就職

3 民間紹介

4 把握していない

17欄から22欄までは、被保険者が外国人の場合のみ記入してください。

17．被保険者氏名（ローマ字）（アルファベット大文字で記入してください。）

被保険者氏名〔続き（ローマ字）〕 18.国籍・地域 19．在留資格

まで
期間
20. 21. 22.派遣・請負

就労区分
主として当該事業所以外
で就労する場合

2 1に該当しない場合

( )

－

－

－

－

こ
の
用
紙
は
　
こ
の
ま
ま
機
械
で
処
理
し
ま
す
の
で
　
汚
さ
な
い
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い

(
)

、、

、

。

24.

チェック･リストが

結果 同一人でなかった

場合に 1 を記入。「 」

18欄に対応

するコードを
記入

19欄に対応

するコードを
記入

5 2 0 1 2 9 2 8 2 8 1 1

井上　太郎 ｲﾉｳｴ ﾀﾛｳ

1 4 0 3 0 5 0 1 2 3 0 2 2 2 6 8 8 8 5

3 0 0 8 0 14 1 2 0 0

7 0 4 4 0 0 0

株式会社　システム総研

30 08 01

代表取締役 織田　信夫

052-737-3801

株式会社　システム総研

井上　太郎
平成30.08.09 社会保険労務士(愛知県社会保険労務士会)

提 出 代 行 者
TEL 052
123-4567

作成

2

名古屋市中区栄１－７－３３  

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 8

1

名古屋中



3 2 0 1 2 3 2 2 2 1

岡田 正弘

〇 0 5 0 2 0 1

0 6 0 6 0 1

300,000

0

460 0001

株式会社　システム総研

代表取締役 織田　信夫

052 321 1234

06 07 08

中

ハ ト

ｵｶﾀ゙ ﾏｻﾋﾛ
460 0003

○愛知

０ ７ ０ ９
〇

300,000

ｱｲﾁｹﾝﾅｺ゙ﾔｼﾅｶｸﾆｼｷ5-5-5

愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３三の丸ビル２０Ｆ

名古屋市中区錦5-5-5



3 2 0 1 2 3 2 2 2 1

岡田 正弘

〇 0 5 0 2 0 1

0 6 0 6 0 1

300,000

0

460 0001

株式会社　システム総研

代表取締役 織田　信夫

052 321 1234

06 07 08

中

ハ ト

ｵｶﾀ゙ ﾏｻﾋﾛ
460 0003

○愛知

０ ７ ０ ９
〇

300,000

ｱｲﾁｹﾝﾅｺ゙ﾔｼﾅｶｸﾆｼｷ5-5-5

愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３三の丸ビル２０Ｆ

名古屋市中区錦5-5-5



3 2 0 1 2 7 3 8 2 7

1 9 7 0 0 6 0 1

ダニエル クレイグ

ﾀ゙ﾆｴﾙ ｸﾚｲｸ゙

DANIEL CRAIG

460 0001
愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３
三の丸ビル２０Ｆ

株式会社　システム総研

代表取締役 織田　信夫

052 1234

○

321

○

ﾀ゙ﾆｴﾙ

ダニエル

ﾀ゙ﾆｴﾙ ｸﾚｲｸ゙

レ

0 0 7 0 9ｱｲｳ0 1



1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 8

0 1 ｱｲｳ

3

ｷﾑﾗ ﾀｸｿ゙ｳ

5 5 0 3 0 3

3 0 0 6 3 0

460

株式会社　システム総研

代表取締役 織田　信夫

052 321 1234

三の丸ビル２０Ｆ
愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３

30 06 30

井上　太郎
平成30.08.09 社会保険労務士(愛知県社会保険労務士会)
提 出 代 行 者 TEL 052

123-4567

作成

239 2 0 0 8 6

0 0 7 0 9

0001

木村 卓三

30 06 30



〇

〇

雇用保険被保険者離職証明書(安定所提出用)

所 長 次 長 課 長 係 長 係

⑯離職者本人の判断（〇で囲むこと）

　事業主が〇を付けた離職理由に異議   有り・無し

記名押印又は自筆による署名（離職者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印〇

※離職区分

１ Ａ

１ Ｂ

２ Ａ

２ Ｂ

２ Ｃ

２ Ｄ

２ Ｅ

３ Ａ

３ Ｂ

３ Ｃ

３ Ｄ

４ Ｄ

５ Ｅ

この証明書の記載内容(⑦欄を除く)は相違ないと認めます。
(記名押印又は自筆による著名)
⑮

離職者
氏 名( ) 印

※

　離職票交付この証明書の記載は、事実に相違ないことを証明します。

印

受

領

印

離

職

票

〇

社会保険
作成年月日・提出代行者・事務代理者の表示 氏 名 電 話 番 号

印
労 務 士
記 載 欄

⑮欄の記載　　　有・無

⑯欄の記載　　　有・無

　資・聴

※
公
共
職
業
安
定
所
記
載
欄

様式第５号

･････････

････････････

･････････
･････････

･････････
･････････

･････････
･････････

･････････
･････････

････････････
････････････

････････････

･････････

････････････

････････････
････････････
････････････

････････

事業主の方は、離職者の主たる離職理由が該当する理由を１つ選択し、左の事業主記入欄の□の中に○印を記入の上、下
の具体的事情記載欄に具体的事情を記載してください。

事業主記入欄

　本手続きは電子申請による申請も可能です。本手続きについて、電子申請により行う場合には、被保険者が離職証明書の内容について確認したことを証明すること
ができるものを本離職証明書の提出と併せて送信することをもって、当該被保険者の電子署名に代えることができます。
また、本手続きについて、社会保険労務士が電子申請による本届書の提出に関する手続を事業主に代わって行う場合には、当該社会保険労務士が当該事業主の提出

代行者であることを証明することができるものを本届書の提出と併せて送信することをもって、当該事業主の電子署名に代えることができます。

････････････

〇

6  その他（1 - 5のいずれにも該当しない場合）
   （理由を具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

短期Ｂ〇

　月　  日～ 離 職 日

被保険者番号

事業所番号

名 称

離職者氏名

フリガナ 離　職

年月日
 

住所

⑧　被保険者期間算定対象期間

一 般 被 保 険 者 等

離職日の翌日 月 日

⑧の期間
における
賃金支払
基礎日数

賃 金 支 払 対 象 期 間
⑩　の

基　礎

日　数

賃 金 額

Ａ Ｂ 計

備 考

離職月

月

日

賃金に
関する
特記事項

離 職 の 日 以 前 の 賃 金 支 払 状 況 等

離 職 者 の

住所又は居所

平成　　　年　　　月　　　日

電話番号（ 　　　　）　　　　 －

〒

⑦離職理由欄･･･

離 職 理 由

1  事業所の倒産等によるもの

年 月 日①

②

⑤

③ ④

⑥

Ａ〇

⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

⑭

〇

具体的事情記載欄 (事業主用)

【離職理由は所定給付日数・給付制限の有無に影響を与える場合があり、適正に記載してください。】

2  定年によるもの

(1) 倒産手続開始、手形取引停止による離職
(2) 事業所の廃止又は事業活動停止後事業再開の見込みがないため離職

定年による離職 (定年    歳)

(1) 採用又は定年後の再雇用時等にあらかじめ定められた雇用期限到来による離職
(2)  労働契約期間満了による離職

②  労働者派遣事業に雇用される派遣労働者のうち常時雇用される労働者以外の者
（１回の契約期間　　箇月、通算契約期間　　箇月、契約更新回数　　回）
（契約を更新又は延長することの確約･合意の 有・無（更新又は延長しない旨の明示の 有・無））

a  労働者が適用基準に該当する派遣就業の指示を拒否したことによる場合
b  事業主が適用基準に該当する派遣就業の指示を行わなかったことによる場合(指示した派遣就

(aに該当する場合は、更に下記の5のうち、該当する主たる離職理由を更に1つ選択し、○印を

①  下記②以外の労働者
  (１回の契約期間　　箇月、通算契約期間　　箇月、契約更新回数　　回)
  (契約を更新又は延長することの確約･合意の  有・無（更新又は延長しない旨の明示の 有・無）)
  (直前の契約更新時に雇止め通知の 有・　無　)

(3) 早期退職優遇制度、選択定年制度等により離職
(4) 移籍出向

4  事業主からの働きかけによるもの
(1) 解雇（重責解雇を除く.)
(2) 重責解雇（労働者の責めに帰すべき重大な理由による解雇）
(3) 希望退職の募集又は退職勧奨

5  労働者の判断によるもの
(1) 職場における事情による離職

(2) 労働者の個人的な事情による離職（一身上の都合、転職希望等）

①  事業の縮小又は一部休廃止に伴う人員整理を行うためのもの
②  その他（理由を具体的に                                                       ）

①  労働条件に係る問題（賃金低下、賃金遅配、時間外労働、採用条件との相違等）があったと
  労働者が判断したため
②  事業主又は他の労働者から就業環境が著しく害されるような言動（故意の排斥、嫌がらせ等）を
　受けたと労働者が判断したため

④  事業所での大規模な人員整理があったことを考慮した離職
⑤  職種転換等に適応することが困難であったため（教育訓練の有・無）
⑥  事業所移転により通勤困難となった（なる）ため（旧(新)所在地：         　   ）
⑦  その他（理由を具体的に                                                       ）

※

(交付番号　　　　　　　　　　番)

事業所 所在地

電話番号

氏名

事業主

雇用特例

被保険者

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日 離 職 日　月　  日～

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

平成

労働者から契約の更新又は延長
を希望する旨の申出があった
を希望しない旨の申出があった
の希望に関する申出はなかった

業が取りやめになったことによる場合を含む。）

労働者から契約の更新又は延長
を希望する旨の申出があった
を希望しない旨の申出があった
の希望に関する申出はなかった

記入してください。該当するものがない場合は下記の6に○印を記入した上、具体的な理由を記載
してください。)

｛

{

□
□

□

□
□

□
□

□
□

□
□

□

□

□

□
□
□
□

□

{

定年後の継続雇用
を希望していた
を希望していなかった

(以下のaからｃまでのいずれかを1つ選択してください)

a

b
c

就業規則に定める解雇事由又は退職事由 年齢に係るものを除く。以下同じ。( ) に該当したため
解雇事由又は退職事由と同一の事由として就業規則又は労使協定に定める 継続雇用しないことができる事由 に該当して離職した場合も含む。( )
平成25年3月31日以前に労使協定により定めた継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準に該当しなかったため
その他 具体的理由：(

3  労働契約期間満了等によるもの

□

( )

③  妊娠、出産、育児休業、介護休業等に係る問題（休業等の申出拒否、妊娠、出産、休業等を理由とする
　不利益取り扱い）があったと労働者が判断したため

2 2 6 8 8 8

2 3 0 2 2 3 6 3 2 5 1

2 3 0 2 5 木村 卓三

ｷﾑﾗ ﾀｸｿ゙ｳ
30

株式会社　システム総研
名古屋市中区栄１－７－３３

052-737-3801

456-0075
愛知県名古屋市熱田区青池町１－１

052 652 2211

名古屋市中区栄１－７－３３

株式会社　システム総研

代表取締役 織田　信夫

7 1

6

5

4

3

2

1

12

11

10

9

8

7

6

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

5

4

3

2

1

12

11

10

9

8

7

6

31

30

31

28

31

31

30

31

30

31

31

30

30

31

30

31

28

31

31

30

31

30

31

31

30

6

5

4

3

2

1

26

26

26

26

26

26

6

5

4

3

2

25

25

25

25

25

30

31

30

31

28

28

479,000

479,000

479,000

479,000

479,000

479,600

479,000

479,000

479,000

479,000

479,000

479,600

○

自己都合。

06 30



運転免許証

３×２.５

　　 ①　職務に耐えられない体調不良、けが等があったため
　　 ②　妊娠、出産、育児等のため
　　 ③　家庭の事情の急変（父母の扶養、親族の介護等）があったため
　　 ④　配偶者等との別居生活が継続困難となったため
　　 ⑤　転居等により通勤困難となったため（新住所：　　　　　　　 　　　  　）
　　 ⑥　その他（理由を具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  　）

□ …

□ …

事業主が記載した内容に異議がない場合は「同上」と記載してください。

□ …

□…

□ …

注　　意
　１．基本手当は受給資格者が、高年齢求職者給付金は高年齢受給資格者が、特例一時金は特例受給資格者が、それぞれ労働の意思及び能力を有するにもかかわらず職
　　業に就くことができないときに支給されるものであること。
　２．基本手当、高年齢求職者給付金又は特例一時金の支給を受けようとするときは、住所又は居所を管轄する公共職業安定所又は地方運輸局に出頭し、求職の申込み
　　をした上、この離職票－２及び離職票－１（別紙）を提出すること。
　３．基本手当、高年齢求職者給付金又は特例一時金の支給を受けないときでも、後日必要な場合があるから、少なくとも４年間は大切に保管すること。
　４．この離職票－２を減失し、又は損傷したときは、交付を受けた公共職業安定所に申し出ること。

⑮欄の記載　　　有・無

⑯欄の記載　　　有・無

　資・聴　

※
公
共
職
業
安
定
所
記
載
欄

具体的事情記載欄 (離職者用)

⑰　⑦欄の自ら記載した事項に間違いがないことを認めます。

記名押印又は自筆による署名（離職者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　印〇

雇用保険被保険者離職票－２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　付で交付した離職票－１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　に係る賃金支払状況である。

                                公共職業安定所長　印□

※離職区分

⑯離職者本人の判断（〇で囲むこと）

　事業主が〇を付けた離職理由に異議　　有り・無し

様式第６号（２）

※基本手当、高年齢求職者給付金又は特例一時金の受給手続きを取られる方は、裏面のⅡ「支給を受けるための手続等」をご覧ください。

･････････

１ Ａ

１ Ｂ

２ Ａ

２ Ｂ

２ Ｃ

２ Ｄ

２ Ｅ

３ Ａ

３ Ｂ

３ Ｃ

３ Ｄ

４ Ｄ

５ Ｅ

１ Ａ

１ Ｂ

２ Ａ

２ Ｂ

２ Ｃ

２ Ｄ

２ Ｅ

３ Ａ

３ Ｂ

３ Ｃ

３ Ｄ

４ Ｄ

５ Ｅ

【契約の更新又は延長の希望の 有  ･ 無 】

【契約の更新又は延長の希望の 有  ･ 無 】

離職者の方は、主たる離職理由が該当する理由を１つ選択し、左の離職者記入欄の□の中に○印を記入の上、下の具体的
事情記載欄に具体的事情を記載してください。

事 業 主
記 入 欄

離 職 者
記 入 欄

□ …

□
□
□
□

□

写真欄

住民基本台帳カード

旅券

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

国民健康保険被保険者証（健康保険被保険者証）
□住民票記載事項証明書

□ …

□ …

□ …

□ ……

□ …

□ ……

□ ……

□ ……

□ ……

□ ……
□ ……
□ ……

□ ……
□ ……
□ ……
□ ……
□ ……
□ ……

□ ……

〇

6  その他（1 - 5のいずれにも該当しない場合）
   （理由を具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

短期Ｂ〇

　月　  日～ 離 職 日

被保険者番号

事業所番号

名 称

離職者氏名

フリガナ 離　職

年月日
 

住所

⑧　被保険者期間算定対象期間

一 般 被 保 険 者 等

離職日の翌日 月 日

⑧の期間
における
賃金支払
基礎日数

賃 金 支 払 対 象 期 間
⑩　の

基　礎

日　数

賃 金 額

Ａ Ｂ 計

備 考

離職月

月

日

賃金に
関する
特記事項

離 職 の 日 以 前 の 賃 金 支 払 状 況 等

離 職 者 の

住所又は居所

平成　　　年　　　月　　　日

電話番号（ 　　　　）　　　　 －

〒

⑦離職理由欄･･･

離 職 理 由

1  事業所の倒産等によるもの

年 月 日①

②

⑤

③ ④

⑥

Ａ〇

⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

⑭

〇

具体的事情記載欄 (事業主用)

【離職理由は所定給付日数・給付制限の有無に影響を与える場合があり、適正に記載してください。】

2  定年によるもの

(1) 倒産手続開始、手形取引停止による離職
(2) 事業所の廃止又は事業活動停止後事業再開の見込みがないため離職

定年による離職 (定年    歳)

(1) 採用又は定年後の再雇用時等にあらかじめ定められた雇用期限到来による離職
(2)  労働契約期間満了による離職

②  労働者派遣事業に雇用される派遣労働者のうち常時雇用される労働者以外の者
（１回の契約期間　　箇月、通算契約期間　　箇月、契約更新回数　　回）
（契約を更新又は延長することの確約･合意の 有・無（更新又は延長しない旨の明示の 有・無））

a  労働者が適用基準に該当する派遣就業の指示を拒否したことによる場合
b  事業主が適用基準に該当する派遣就業の指示を行わなかったことによる場合(指示した派遣就

(aに該当する場合は、更に下記の5のうち、該当する主たる離職理由を更に1つ選択し、○印を

①  下記②以外の労働者
  (１回の契約期間　　箇月、通算契約期間　　箇月、契約更新回数　　回)
  (契約を更新又は延長することの確約･合意の  有・無（更新又は延長しない旨の明示の 有・無）)
  (直前の契約更新時に雇止め通知の 有・　無　)

(3) 早期退職優遇制度、選択定年制度等により離職
(4) 移籍出向

4  事業主からの働きかけによるもの
(1) 解雇（重責解雇を除く.)
(2) 重責解雇（労働者の責めに帰すべき重大な理由による解雇）
(3) 希望退職の募集又は退職勧奨

5  労働者の判断によるもの
(1) 職場における事情による離職

(2) 労働者の個人的な事情による離職（一身上の都合、転職希望等）

①  事業の縮小又は一部休廃止に伴う人員整理を行うためのもの
②  その他（理由を具体的に                                                       ）

①  労働条件に係る問題（賃金低下、賃金遅配、時間外労働、採用条件との相違等）があったと
  労働者が判断したため
②  事業主又は他の労働者から就業環境が著しく害されるような言動（故意の排斥、嫌がらせ等）を
　受けたと労働者が判断したため

④  事業所での大規模な人員整理があったことを考慮した離職
⑤  職種転換等に適応することが困難であったため（教育訓練の有・無）
⑥  事業所移転により通勤困難となった（なる）ため（旧(新)所在地：         　   ）
⑦  その他（理由を具体的に                                                       ）

※

(交付番号　　　　　　　　　　番)

事業所 所在地

電話番号

氏名

事業主

雇用特例

被保険者

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日 離 職 日　月　  日～

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

平成

労働者から契約の更新又は延長
を希望する旨の申出があった
を希望しない旨の申出があった
の希望に関する申出はなかった

業が取りやめになったことによる場合を含む。）

労働者から契約の更新又は延長
を希望する旨の申出があった
を希望しない旨の申出があった
の希望に関する申出はなかった

記入してください。該当するものがない場合は下記の6に○印を記入した上、具体的な理由を記載
してください。)

｛

{

□
□

□

□
□

□
□

□
□

□
□

□

□

□

□
□
□
□

□

{

定年後の継続雇用
を希望していた
を希望していなかった

(以下のaからｃまでのいずれかを1つ選択してください)

a

b
c

就業規則に定める解雇事由又は退職事由 年齢に係るものを除く。以下同じ。( ) に該当したため
解雇事由又は退職事由と同一の事由として就業規則又は労使協定に定める 継続雇用しないことができる事由 に該当して離職した場合も含む。( )
平成25年3月31日以前に労使協定により定めた継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準に該当しなかったため
その他 具体的理由：(

3  労働契約期間満了等によるもの

□

( )

③  妊娠、出産、育児休業、介護休業等に係る問題（休業等の申出拒否、妊娠、出産、休業等を理由とする
　不利益取り扱い）があったと労働者が判断したため

2 2 6 8 8 8

2 3 0 2 2 3 6 3 2 5 1

2 3 0 2 5 木村 卓三

ｷﾑﾗ ﾀｸｿ゙ｳ
30

株式会社　システム総研
名古屋市中区栄１－７－３３

052-737-3801

456-0075
愛知県名古屋市熱田区青池町１－１

052 652 2211

名古屋市中区栄１－７－３３

株式会社　システム総研

代表取締役 織田　信夫

7 1

6

5

4

3

2

1

12

11

10

9

8

7

6

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

5

4

3

2

1

12

11

10

9

8

7

6

31

30

31

28

31

31

30

31

30

31

31

30

30

31

30

31

28

31

31

30

31

30

31

31

30

6

5

4

3

2

1

26

26

26

26

26

26

6

5

4

3

2

25

25

25

25

25

30

31

30

31

28

28

479,000

479,000

479,000

479,000

479,000

479,600

479,000

479,000

479,000

479,000

479,000

479,600

○

自己都合。
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愛知県名古屋市熱田区青池町１－１

0000003

ｷﾑﾗ ﾀｸｿ゙ｳ

木村 卓三

給与･賞与 1 8 8 0 0 0 0 4 4 6 1 0

1

5 8 1 7

○ 06 30 ○ 55 03 03

愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３
三の丸ビル２０Ｆ

052-321-1234

愛知県名古屋市熱田区青池町１－１

0000003

ｷﾑﾗ ﾀｸｿ゙ｳ

木村 卓三

給与･賞与 1 8 8 0 0 0 0 4 4 6 1 0

1

5 8 1 7

○ 06 30 ○ 55 03 03

愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３
三の丸ビル２０Ｆ

052-321-1234

30 30

3030

年調未済 年調未済

株式会社　システム総研株式会社　システム総研

○ ○

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 8

7 1 8 0 0 0 1 0 5 1 4 4 8

支 払 住
所
又
は
居
所

種 別 支 払 金 額 給与所得控除後の金額 所得控除の額の合計額 源 泉 徴 収 税 額

氏

名

(受給者番号)

(フリガナ)

(役職名)

控 除 対 象 配 偶 者 配 偶 者 特 別
控 除 対 象 扶 養 親 族 の 数
          

特 定 老 人

障 害 者 の 数

特 別 その他

社会保険料等の金額 住宅借入金等特別控除の額

配偶者の

受 給 者 生 年 月 日中 途 就 ・ 退 職
本人が障害者 寡 婦未

成

年

者

乙

欄

特

別

そ

の

他

一

般

特

別

寡

夫

勤

労

学

生

死

亡

退

職

災

害

者

外

国

人
就職 退職 年 月 日 年 月 日明 大 昭 平

　
有 従有

千 円内 円

千 円 人内

そ の 他

人

(摘要)

内 千 円

控 除 の 額
本人を除く 

る 者

を受け

( 配 偶 者 を 除 く　）。 。（

新生命保険料

支

払

者

又は所在地

氏名又は名称

扶養親族
16歳未満

人

住所(居所)

(個人番号)

老人

個人番号又は
法人番号

の数

非居住者
である
親族の数

生命保険料の控除額 地震保険料の控除額

控
除
対
象
扶
養
親
族

歳
未
満
の
扶
養
親
族

1
6

1

2

3

4

税
務
署
提
出
用

従人 従人 従人人 人 人 人内

内 千 円 千 円

(フリガナ)

氏名

個人番号

区
分

区
分

区
分

区
分

合計所得

（備考）

内訳

旧生命保険料
円生命保険料

の金額の

住宅借入金

控除対象
配偶者

等特別控除
の額の内訳

住宅借入金等
特別控除適用数

円

介護医療保
険料の金額

円

円

円

円

円

新個人年金
保険料の金額

旧個人年金

旧長期損害

年 月 日

年 月 日

居住開始年月日
（１回目）

住宅借入金等

住宅借入金等

年末残高

年末残高

(1回目)

(2回目)

国民年金保険

料等の金額

円

円

千 円

(
)

の 有 無 等
）

の金額

住宅借入金等
特別控除可能額

の金額

居住開始年月日
（2回目）

保険料の金額

保険料の金額

(フリガナ)

氏名

個人番号

(フリガナ)

氏名

個人番号

(フリガナ)

氏名

個人番号

(フリガナ)

氏名

個人番号

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

1

2

3

4

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

整 理 欄

(右詰で記載してください。)

(電話)

平成 年分 給与所得の源泉徴収票

住宅借入金等特別

住宅借入金等特別

(1回目)

(2回目)

控除区分

控除区分

千

千 円 千 円

支 払 住
所
又
は
居
所

種 別 支 払 金 額 給与所得控除後の金額 所得控除の額の合計額 源 泉 徴 収 税 額

氏

名

(受給者番号)

(フリガナ)

(役職名)

控 除 対 象 配 偶 者 配 偶 者 特 別
控 除 対 象 扶 養 親 族 の 数
          

特 定 老 人

障 害 者 の 数

特 別 その他

社会保険料等の金額 住宅借入金等特別控除の額

配偶者の

受 給 者 生 年 月 日中 途 就 ・ 退 職本人が障害者 寡 婦未

成

年

者

乙

欄

特

別

そ

の

他

一

般

特

別

寡

夫

勤

労

学

生

死

亡

退

職

災

害

者

外

国

人
就職 退職 年 月 日 年 月 日明 大 昭 平

　
有 従有

千 円内 円

千 円 人内

そ の 他

人

(摘要)

内 千 円

控 除 の 額
本人を除く 

る 者

を受け

( 配 偶 者 を 除 く　）。 。（

新生命保険料

支

払

者
又は所在地

氏名又は名称

扶養親族
16歳未満

人

住所(居所)

老人 の数

非居住者
である
親族の数

生命保険料の控除額 地震保険料の控除額

控
除
対
象
扶
養
親
族

歳
未
満
の
扶
養
親
族

1
6

1

2

3

4

受
給
者
交
付
用

従人 従人 従人人 人 人 人内

内 千 円 千 円

(フリガナ)

氏名

区
分

区
分

区
分

区
分

合計所得

内訳

旧生命保険料
円生命保険料

の金額の

住宅借入金

控除対象
配偶者

等特別控除
の額の内訳

住宅借入金等
特別控除適用数

円

介護医療保
険料の金額

円

円

円

円

円

新個人年金
保険料の金額

旧個人年金

旧長期損害

年 月 日

年 月 日

居住開始年月日
（１回目）

住宅借入金等

住宅借入金等

年末残高

年末残高

(1回目)

(2回目)

国民年金保険

料等の金額

円

円

千 円

(
)

の 有 無 等
）

の金額

住宅借入金等
特別控除可能額

の金額

居住開始年月日
（2回目）

保険料の金額

保険料の金額

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

1

2

3

4

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

(電話)

平成 年分 給与所得の源泉徴収票

住宅借入金等特別

住宅借入金等特別

(1回目)

(2回目)

控除区分

控除区分

千

千 円 千 円

円 円 円 円



住所(居所) 住所(居所)

支 払 住
所
又
は
居
所

種 別 支 払 金 額 給与所得控除後の金額 所得控除の額の合計額 源 泉 徴 収 税 額

氏

名

(受給者番号)

(フリガナ)

(役職名)

控 除 対 象 配 偶 者 配 偶 者 特 別
控 除 対 象 扶 養 親 族 の 数
          

特 定 老 人

障 害 者 の 数

特 別 その他

社会保険料等の金額 住宅借入金等特別控除の額

配偶者の

受 給 者 生 年 月 日中 途 就 ・ 退 職
本人が障害者 寡 婦未

成

年

者

乙

欄

特

別

そ

の

他

一

般

特

別

寡

夫

勤

労

学

生

死

亡

退

職

災

害

者

外

国

人
就職 退職 年 月 日 年 月 日明 大 昭 平

　
有 従有

千 円内 円

千 円 人内

そ の 他

人

(摘要)

内 千 円

控 除 の 額
本人を除く 

る 者

を受け

( 配 偶 者 を 除 く　）。 。（

新生命保険料

支

払

者

又は所在地

氏名又は名称

扶養親族
16歳未満

人

(個人番号)

老人

個人番号又は
法人番号

の数

非居住者
である
親族の数

生命保険料の控除額 地震保険料の控除額

控
除
対
象
扶
養
親
族

歳
未
満
の
扶
養
親
族

1
6

1

2

3

4

従人 従人 従人人 人 人 人内

内 千 円 千 円

(フリガナ)

氏名

個人番号

区
分

区
分

区
分

区
分

合計所得

内訳

旧生命保険料
円生命保険料

の金額の

住宅借入金

控除対象
配偶者

等特別控除
の額の内訳

住宅借入金等
特別控除適用数

円

介護医療保
険料の金額

円

円

円

円

円

新個人年金
保険料の金額

旧個人年金

旧長期損害

年 月 日

年 月 日

居住開始年月日
（１回目）

住宅借入金等

住宅借入金等

年末残高

年末残高

(1回目)

(2回目)

国民年金保険

料等の金額

円

円

千 円

の 有 無 等
）

の金額

住宅借入金等
特別控除可能額

の金額

居住開始年月日
（2回目）

保険料の金額

保険料の金額

(フリガナ)

氏名

個人番号

(フリガナ)

氏名

個人番号

(フリガナ)

氏名

個人番号

(フリガナ)

氏名

個人番号

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

1

2

3

4

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

(右詰で記載してください。)

(電話)

住宅借入金等特別

住宅借入金等特別

(1回目)

(2回目)

控除区分

控除区分

千

千 円 千 円

支 払 住
所
又
は
居
所

種 別 支 払 金 額 給与所得控除後の金額 所得控除の額の合計額 源 泉 徴 収 税 額

氏

名

(受給者番号)

(フリガナ)

(役職名)

控 除 対 象 配 偶 者 配 偶 者 特 別
控 除 対 象 扶 養 親 族 の 数
          

特 定 老 人

障 害 者 の 数

特 別 その他

社会保険料等の金額 住宅借入金等特別控除の額

配偶者の

受 給 者 生 年 月 日中 途 就 ・ 退 職本人が障害者 寡 婦未

成

年

者

乙

欄

特

別

そ

の

他

一

般

特

別

寡

夫

勤

労

学

生

死

亡

退

職

災

害

者

外

国

人
就職 退職 年 月 日 年 月 日明 大 昭 平

　
有 従有

千 円内 円

千 円 人内

そ の 他

人

(摘要)

内 千 円

控 除 の 額
本人を除く 

る 者

を受け

( 配 偶 者 を 除 く　）。 。（

新生命保険料

支

払

者
又は所在地

氏名又は名称

扶養親族
16歳未満

人

老人 の数

非居住者
である
親族の数

生命保険料の控除額 地震保険料の控除額

控
除
対
象
扶
養
親
族

歳
未
満
の
扶
養
親
族

1
6

1

2

3

4

従人 従人 従人人 人 人 人内

内 千 円 千 円

(フリガナ)

氏名

個人番号

区
分

区
分

区
分

区
分

合計所得

内訳

旧生命保険料
円生命保険料

の金額の

住宅借入金

控除対象
配偶者

等特別控除
の額の内訳

住宅借入金等
特別控除適用数

円

介護医療保
険料の金額

円

円

円

円

円

新個人年金
保険料の金額

旧個人年金

旧長期損害

年 月 日

年 月 日

居住開始年月日
（１回目）

住宅借入金等

住宅借入金等

年末残高

年末残高

(1回目)

(2回目)

国民年金保険

料等の金額

円

円

千 円

の 有 無 等
）

の金額

住宅借入金等
特別控除可能額

の金額

居住開始年月日
（2回目）

保険料の金額

保険料の金額

(フリガナ)

氏名

個人番号

(フリガナ)

氏名

個人番号

(フリガナ)

氏名

個人番号

(フリガナ)

氏名

個人番号

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

1

2

3

4

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

(フリガナ)

氏名

(電話)

住宅借入金等特別

住宅借入金等特別

(1回目)

(2回目)

控除区分

控除区分

千

千 円 千 円

※ ※ ※種 別 整 理 番 号 ※ ※ ※ ※種 別 整 理 番 号 ※

※区分 ※区分

5人目以降の控除対象扶養
親族の個人番号

5人目以降の16歳未満の扶
養親族の個人番号

5人目以降の控除対象扶養
親族の個人番号

5人目以降の16歳未満の扶
養親族の個人番号

個人番号

個人番号

個人番号

個人番号

個人番号

個人番号

個人番号

個人番号

個人番号又は
法人番号

(右詰で記載してください。)

給
与
支
払
報
告
書

個
人
別
明
細
書

(
)

給
与
支
払
報
告
書

個
人
別
明
細
書

(
)

(個人番号)

円 円 円 円

(
)

市
区
町
村
提
出
用

(
)

市
区
町
村
提
出
用

愛知県名古屋市熱田区青池町１－１

0000003

ｷﾑﾗ ﾀｸｿ゙ｳ

木村 卓三

給与･賞与 1 8 8 0 0 0 0 4 4 6 1 0

1

5 8 1 7

○ 06 30 ○ 55 03 03

愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３
三の丸ビル２０Ｆ

052-321-1234

愛知県名古屋市熱田区青池町１－１

0000003

ｷﾑﾗ ﾀｸｿ゙ｳ

木村 卓三

給与･賞与 1 8 8 0 0 0 0 4 4 6 1 0

1

5 8 1 7

○ 06 30 ○ 55 03 03

愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３
三の丸ビル２０Ｆ

052-321-1234

3030

年調未済 年調未済

株式会社　システム総研株式会社　システム総研

○ ○

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 8

7 1 8 0 0 0 1 0 5 1 4 4 8

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 8

7 1 8 0 0 0 1 0 5 1 4 4 8

31 31



健康保険被保険者資格証明書交付申請書

事
業
主
又
は
被
保
険
者
に
記
入
し
て
い
た
だ
く
と
こ
ろ

申請年月日

事業所

被保険者

被扶養者

証明書発行理由 健康保険被保険者証発行手続き中のため

上記被保険者(被扶養者)にかかる被保険者資格を証明願います。

事業所所在地

事業所名称

事業主（被保険者）氏名

日本年金機構理事長 殿

被扶養者となった日

資格取得年月日

事業所整理記号 事業所番号

平成 年  月  日

男・女生年月日
氏 名

フリガナ

フリガナ

氏 名

上記資格取得年月日と同じ・平成 年 月 日

明・大・昭・平

年　　月　　日生

年　　月　　日平成

社会保険労務士記載欄

印

注)事業主（被保険者）の押印については、署名（自筆）の場合は省略できます。

証明年月日 年　　月　　日平成

健康保険被保険者資格証明書

日本年金機構理事長 印

保 険 者

番 号

名 称

所在地

被保険者証記号番号

証明書有効期間

上記の被保険者（被扶養者）は、現に全国健康保険協会が管掌する健康保険の被保険者（被扶養者）の資格

を有することを証明します。

印

注１）

注２）

被保険者は有効期間が経過したとき、又は有効期間内であっても被保険者証が交付された

場合は、事業主に返付してください。事業主は、これを年金事務所に提出してください。

有効期間は証明年月日から２０日以内となります。

記号：

年

番号：

平成 月 日まで上記証明年月日から

男・女

男・女

男・女

男・女

年　　月　　日生

生年月日
明・大・昭・平

フリガナ

氏 名

被扶養者となった日 上記資格取得年月日と同じ・平成

生年月日

明・大・昭・平

年　　月　　日生

フリガナ

氏 名

被扶養者となった日 上記資格取得年月日と同じ・平成

生年月日

明・大・昭・平

年　　月　　日生

フリガナ

氏 名

被扶養者となった日 上記資格取得年月日と同じ・平成

生年月日

明・大・昭・平

年　　月　　日生

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年
金
事
務
所
が

 
記
入
す
る
と
こ
ろ

井上　花子

井上　次郎

ｲﾉｳｴ ﾊﾅｺ

ｲﾉｳｴ ｼ゙ﾛｳ

愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３
三の丸ビル２０Ｆ

株式会社　システム総研

織田　信夫

井上　太郎

ｲﾉｳｴ ﾀﾛｳ

30 8 1

中　ハト ０７０９

4

25

3

5

3

5

井上　太郎

平成30.08.09 社会保険労務士(愛知県社会保険労務士会)

提 出 代 行 者 TEL 052
123-4567

作成

○

○

3 5 1

○
○

○

○

30 8 1

○

○

2 3 9 2 0 0 8 6



（記載上の注意）
１　Ｆ欄の被扶養者欄は、被扶養者として認定又は、認定を抹消された場合に記入してください。本人の資格取得又は資格喪失の際に、被扶養者がある
　場合も必ず記入してください。なお、被扶養者の異動だけの場合でもＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ欄は必ず記入してください。
２　退職以外の理由のときの資格喪失理由も必ず記入してください。（例　収入が被扶養者認定基準を上回ったため）

被保険者（組合員）の

氏名、住所等　　　Ａ

氏 名

住 所

生年月日  　　年　　月　　日 性別 男 ・ 女

健康保険・厚生年金保険資格取得又
は資格喪失年月日（退職年月日）Ｂ

健康保険の被保険者証記号番号　Ｃ

保険者名等

　 Ｅ

氏 名 生 年 月 日 性 別 続 柄 被扶養者として認定又は認定を抹消された日 退職以外のときの喪失理由

所 在 地

保険者番号

番

号

記

号

被

扶

養

者

Ｆ

健康保険・厚生年金保険資格等取得（喪失）

明治・大正･昭和・平成 年 月 日 　　　　年　　月　　日

明治・大正･昭和・平成 年 月 日 　　　　年　　月　　日

明治・大正･昭和・平成 年 月 日 　　　　年　　月　　日

明治・大正･昭和・平成 年 月 日 　　　　年　　月　　日

明治・大正･昭和・平成 年 月 日 　　　　年　　月　　日

基 礎 年 金 番 号 　 Ｄ

取得　　　　　年　　月　　日 喪失　　　　　年　　月　　日　（退職　　　　　年　　月　　日）
　　※　喪失日は退職日の翌日になります。　　　　　　　　　　

℡（　　　　　）　　　　　－

年金事務所
健康保険組合
共済組合・国保組合

名称

（℡　　　　　　　　　　　担当者　　　　　）

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　〇

名　称

所在地

　　　　　年　　　月　　　日

記

□下記の者は、健康保険等の被保険者の資格を喪失したことを　　します。

　　　　　　　　　　　　　　　

□下記の者は、健康保険等の被扶養者として　　　　　　されたことを　　します。

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（該当欄にレをしてください。）

事業所

印

□認定

□認定を抹消

明治・大正・昭和・平成

証明書

証明

証明

レ
30 06 30

三の丸ビル２０Ｆ 

株式会社　システム総研

代表取締役 織田　信夫

052-321-1234

木村 卓三

愛知県名古屋市熱田区青池町１－１  

55 03 03〇 〇

30 06 3030 06 3008 07 01

中　ハト 3 2301-232563

鶴舞
○

愛知県名古屋市中区富士見町

052 323 2555 5161

平成

平成 平成平成

愛知県名古屋市中区三の丸３３－３３

2-13



2 3 0 2 2 3 6 3 2 5 1

3 0 0 6 3 0 3

30 06 30名古屋市中区栄１－７－３３

代表取締役 織田　信夫

052-737-3801

2 3 0 2 2 2 6 8 8 8 5

0 8 0 7 0 1

1

ｷﾑﾗ ﾀｸｿ゙ｳ

木村 卓三 〇 〇 55 03 03

愛知県名古屋市熱田区青池町１－１

株式会社　システム総研

4 0 0 0

株式会社　システム総研

自己都合

井上　太郎
平成30.08.09 社会保険労務士(愛知県社会保険労務士会)

提 出 代 行 者
TEL 052
123-4567

作成

4

名古屋中

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 8



･････････

････････････

〇

　離職証明書の提出の際には、⑦欄の離職理由を確認できる資料をご持参ください。詳しくは「雇用保険被保険者離職証明書につい

ての注意」をご覧ください。

　事業主は、公共職業安定所からこの離職証明書（事業主控）の返付を受けたときは、これを４年間保管し、関係職員の要求があったときは提示すること。

社会保険 作成年月日・提出代行者・事務代理者の表示 氏 名 電 話 番 号

印

雇用保険被保険者離職証明書(事業主控)

　 離職票交付

･････････
･････････

･････････
･････････

･････････
･････････

･････････
･････････

････････････
････････････

････････････

･････････

････････････

････････････
････････････
････････････

････････

注１

注２
労 務 士
記 載 欄

事業主の方は、離職者の主たる離職理由が該当する理由を１つ選択し、左の事業主記入欄の□の中に○印を記入の上、下
の具体的事情記載欄に具体的事情を記載してください。

事業主記入欄

必ず記載してください。

　本手続きは電子申請による申請も可能です。本手続きについて、電子申請により行う場合には、被保険者が離職証明書の内容について確認したことを証明すること
ができるものを本離職証明書の提出と併せて送信することをもって、当該被保険者の電子署名に代えることができます。また、本手続きについて社会保険労務士が電
子申請による本届書の提出に関する手続を事業主に代わって行う場合には、当該社会保険労務士が当該事業主の提出代行者であることを証明することができるものを

本届書の提出と併せて送信することをもって、当該事業主の電子署名に代えることができます。

　虚偽の離職理由を記載して、失業等給付を受けたり又は受けようとした場合には不正受給として処分されますので、適正に記載し

てください。事業主が不正行為をした場合にも、不正に受給した者と連帯して、同様に処分がされますのでご注意ください。

････････････

井上　太郎
平成30.08.09 社会保険労務士(愛知県社会保険労務士会)

事 務 代 行 者
TEL 052
123-4567

作成

〇

6  その他（1 - 5のいずれにも該当しない場合）
   （理由を具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

短期Ｂ〇

　月　  日～ 離 職 日

被保険者番号

事業所番号

名 称

離職者氏名

フリガナ 離　職

年月日
 

住所

⑧　被保険者期間算定対象期間

一 般 被 保 険 者 等

離職日の翌日 月 日

⑧の期間
における
賃金支払
基礎日数

賃 金 支 払 対 象 期 間
⑩　の

基　礎

日　数

賃 金 額

Ａ Ｂ 計

備 考

離職月

月

日

賃金に
関する
特記事項

離 職 の 日 以 前 の 賃 金 支 払 状 況 等

離 職 者 の

住所又は居所

平成　　　年　　　月　　　日

電話番号（ 　　　　）　　　　 －

〒

⑦離職理由欄･･･

離 職 理 由

1  事業所の倒産等によるもの

年 月 日①

②

⑤

③ ④

⑥

Ａ〇

⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

⑭

〇

具体的事情記載欄 (事業主用)

【離職理由は所定給付日数・給付制限の有無に影響を与える場合があり、適正に記載してください。】

2  定年によるもの

(1) 倒産手続開始、手形取引停止による離職
(2) 事業所の廃止又は事業活動停止後事業再開の見込みがないため離職

定年による離職 (定年    歳)

(1) 採用又は定年後の再雇用時等にあらかじめ定められた雇用期限到来による離職
(2)  労働契約期間満了による離職

②  労働者派遣事業に雇用される派遣労働者のうち常時雇用される労働者以外の者
（１回の契約期間　　箇月、通算契約期間　　箇月、契約更新回数　　回）
（契約を更新又は延長することの確約･合意の 有・無（更新又は延長しない旨の明示の 有・無））

a  労働者が適用基準に該当する派遣就業の指示を拒否したことによる場合
b  事業主が適用基準に該当する派遣就業の指示を行わなかったことによる場合(指示した派遣就

(aに該当する場合は、更に下記の5のうち、該当する主たる離職理由を更に1つ選択し、○印を

①  下記②以外の労働者
  (１回の契約期間　　箇月、通算契約期間　　箇月、契約更新回数　　回)
  (契約を更新又は延長することの確約･合意の  有・無（更新又は延長しない旨の明示の 有・無）)
  (直前の契約更新時に雇止め通知の 有・　無　)

(3) 早期退職優遇制度、選択定年制度等により離職
(4) 移籍出向

4  事業主からの働きかけによるもの
(1) 解雇（重責解雇を除く.)
(2) 重責解雇（労働者の責めに帰すべき重大な理由による解雇）
(3) 希望退職の募集又は退職勧奨

5  労働者の判断によるもの
(1) 職場における事情による離職

(2) 労働者の個人的な事情による離職（一身上の都合、転職希望等）

①  事業の縮小又は一部休廃止に伴う人員整理を行うためのもの
②  その他（理由を具体的に                                                       ）

①  労働条件に係る問題（賃金低下、賃金遅配、時間外労働、採用条件との相違等）があったと
  労働者が判断したため
②  事業主又は他の労働者から就業環境が著しく害されるような言動（故意の排斥、嫌がらせ等）を
　受けたと労働者が判断したため

④  事業所での大規模な人員整理があったことを考慮した離職
⑤  職種転換等に適応することが困難であったため（教育訓練の有・無）
⑥  事業所移転により通勤困難となった（なる）ため（旧(新)所在地：         　   ）
⑦  その他（理由を具体的に                                                       ）

※

(交付番号　　　　　　　　　　番)

事業所 所在地

電話番号

氏名

事業主

雇用特例

被保険者

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日 離 職 日　月　  日～

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

　月　  日～

平成

労働者から契約の更新又は延長
を希望する旨の申出があった
を希望しない旨の申出があった
の希望に関する申出はなかった

業が取りやめになったことによる場合を含む。）

労働者から契約の更新又は延長
を希望する旨の申出があった
を希望しない旨の申出があった
の希望に関する申出はなかった

記入してください。該当するものがない場合は下記の6に○印を記入した上、具体的な理由を記載
してください。)

｛

{

□
□

□

□
□

□
□

□
□

□
□

□

□

□

□
□
□
□

□

{

定年後の継続雇用
を希望していた
を希望していなかった

(以下のaからｃまでのいずれかを1つ選択してください)

a

b
c

就業規則に定める解雇事由又は退職事由 年齢に係るものを除く。以下同じ。( ) に該当したため
解雇事由又は退職事由と同一の事由として就業規則又は労使協定に定める 継続雇用しないことができる事由 に該当して離職した場合も含む。( )
平成25年3月31日以前に労使協定により定めた継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準に該当しなかったため
その他 具体的理由：(

3  労働契約期間満了等によるもの

□

( )

③  妊娠、出産、育児休業、介護休業等に係る問題（休業等の申出拒否、妊娠、出産、休業等を理由とする
　不利益取り扱い）があったと労働者が判断したため

2 2 6 8 8 8

2 3 0 2 2 3 6 3 2 5 1

2 3 0 2 5 木村 卓三

ｷﾑﾗ ﾀｸｿ゙ｳ
30

株式会社　システム総研
名古屋市中区栄１－７－３３

052-737-3801

456-0075
愛知県名古屋市熱田区青池町１－１

052 652 2211

名古屋市中区栄１－７－３３

株式会社　システム総研

代表取締役 織田　信夫

7 1

6

5

4

3

2

1

12

11

10

9

8

7

6

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

5

4

3

2

1

12

11

10

9

8

7

6

31

30

31

28

31

31

30

31

30

31

31

30

30

31

30

31

28

31

31

30

31

30

31

31

30

6

5

4

3

2

1

26

26

26

26

26

26

6

5

4

3

2

25

25

25

25

25

30

31

30

31

28

28

479,000

479,000

479,000

479,000

479,000

479,600

479,000

479,000

479,000

479,000

479,000

479,600

○

自己都合。

06 30


